



























本稿は、著作者の権利の中でも、特に「追及権」（droit de suite（仏）; 
resale right（英））について、著作者の死後の権利の移転ないし帰属の問題
に適用される法、及び、フランス知的財産法典上の規定のEU法適合性など
が争われた事件（ダリ事件：Court of Justice Case C-518/08, Fundación Gala-
Salvador Dalí, Visual Entidad de Gestion de Artistas Plasticos（VEGAP）v. 
Société des auteurs dans les arts graphiques et plastiques（ADAGP）, Juan-







⑴　ダリ事件先決判断に関する評釈としては、Laure Marino, La Semaine Juridique- 
édition générale 2010 n.510, p.950; L. Marino, Gaz. Pal. 30 juin-1er juill. 2010, pp. 22-
23; E.Treppoz, RTD eur. 2010, pp. 948 et s.; Louis Van Bunnen, “Le droit de suite des 
artistes, “partagé entre droit communautaire et droit international privé,” Revue 
critique de jurisprudence belge 2011, pp. 194-202;Raluca Gherghinaru,“On the 
Categories of Persons Capable of Benefiting from the Resale Right after the Death 
of the Author of a Work of Art,”Landmark IP Decisions of the European Court of 
Justice （2008-2013）, Larcier, 2014, pp. 61-65 等がある。ダリ事件についてのコメントも
含め、EUにおける追及権制度全般については、Tristan Azzi, “La circulation de l’oeuvre: 
le droit de suite”, （sous la direction de F. Labarthe et A. Bensamoun）L’art en 
movement: Regards de droit privé, Editions mare & martin, 2013, pp. 169 et s. が詳しい。
また、ダリ事件の法務官意見（Opinion of Advocate General Sharpston）が 2009 年 12
月 17 日付けで示されており、法務官意見を受けた評釈として、L. Marino, Gaz. Pal., 
18 févr. 2010, p. 25 がある。
⑵　Directive 2001/84/EC of the European Parliament and of the Council of 27 
September 2001 on the resale right for the benefit of the author of an original work 























⑶　Regulation（EU）No 650/2012 of the European Parliament and of the Council on 
jurisdiction, applicable law, recognition and enforcement of decisions and acceptance 
and enforcement of authentic instruments in matters of succession and on the 
creation of a European Certificate of Succession, OJ L 201, 27.7.2012, pp. 107-134.
⑷　著作者の追及権に関する邦語文献としては、河島伸子「追及権をめぐる論争の再検
討（1）（2）―論争の背景、EC指令の効果と現代美術品市場」知的財産法政策学研









に関するフランス知的財産法典 L 123-7 条の強行法規性（ないし公序性）も
問題となり得るが、この規定については別の事件で合憲性に疑問があるとさ
れ、フランス憲法院の判断が求められるに至っている（Ⅳ）。このように、















世界中での権限（exclusive worldwide mandate to manage collectively and 
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exercise copyright over the works of Salvador Dalí）をスペイン法上の団
体であるVEGAPに付与した。そして、VEGAPは、フランスの著作権管理
団体であるADAGP との間で、フランスにおけるダリの著作権管理につき





















⑸　パリ大審裁判所は、EU司法裁判所の先決判断をうけて、2011 年 7 月 8 日に終局的
に判決を下している（TGI Paris, 3e ch., 3e sect., 8 juillet 2011, Fundacio Gala-Salvador 








産法典 L 123-7 条の追及権指令への適合性に関する解釈を明らかにする必要
はなく、従って、パリ大審裁判所からEU司法裁判所に対してなされた付託
はそもそも不適法であると主張した。しかし、EU司法裁判所は、付託は適
法であると判断し、フランス知的財産法典 L 123-7 条の EU法適合性（特に、
追及権指令との適合性）の問題へと審理を進めている。
2． EU 司法裁判所の先決判断（フランス知的財産法典 L 123-7 条の追
及権指令適合性）
EU司法裁判所は、結論として、フランス知的財産法典 L 123-7 条のよう
な EU構成国の国内法の規定も追及権指令 6条 1 項に反するものではない、
という解釈を示す。その理由は、以下のようなものであった（Ⅱ 2（1）-（3））。
（1）フランス知的財産法典 L 123-7 条⑹と追及権指令 6条 1項
（ⅰ）追及権指令と著作者死後の追及権帰属者





⑹　L’article L. 123-7 du Code de la propriété intellectuelle.
⑺　See, L. Marino, supra note 1（Gaz. Pal. 30 juin-1er juill. 2010）, p. 22.
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他方、追及権指令 6 条 1 項は、「著作者の後に権利を有する者」（“those 














まず、「第 1の目的」を達成するため、追及権指令 1条 1 項は、追及権は
譲渡不可能な権利である……として定めなければならないと構成国に義務づ
けている。しかし、EU司法裁判所によると、著作者の死後









につき、L. Marino, supra note 1（Gaz. Pal. 30 juin-1er juill. 2010）, p. 23; See also, Jens 
Gaster, infra note 13, p. 375.
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断パラグラフ 34）。したがって、構成国裁判所は、追及権指令 6条 1項を実
施した国内法規定の適用にあたって、追及権の相続による移転に関する法の
抵触の解決のためのあらゆる関連ルール（“all the relevant rules for the 
resolution of conflicts of laws relating to the transfer on succession of the 
resale right”）を十分に考慮すべきである（先決判断パラグラフ 35）。
（3）結論（付託された第一の解釈問題について）
フランス知的財産法 L 123-7 条のように追及権を法定相続人にのみ享受さ
せ受遺者らを排除する構成国法上の規定であっても、追及権指令 6条 1項は
⑼　追及権指令 27 の第一文では、「追及権の利益の享受者は、補完性原則を十分に考慮
して、定められねばならない（“The persons entitled to receive royalties must be 
























⑽　L. Marino, supra note 1（Gaz. Pal. 30 juin-1er juill. 2010）, p. 23.
⑾　この指摘は、see, L.Marino, supra note 1（Gaz. Pal. 30 juin-1er juill. 2010）, p. 23.
⑿　前掲注 1、法務官意見パラグラフ 60。法務官意見の脚注 31。See, also, L. Marino, 























り得る。See, Jens Gaster, “The Resale Right Directive,”（Edited by Irini Stamatoudi 
& Paul Torremans）EU Copyright Law: A Commentary, Edward Elgar, 2014, pp. 
355 et s., esp., p. 376.
⒁　L. Marino, supra note 1（Gaz. Pal. 30 juin-1er juill. 2010）, p. 23.
























⒃　“Report on the Implementation and Effect of the Resale Right Directive（2001/84/
EC）,” COM（2011）878 final（14/12/2011）, p. 3. 
⒄　国内実施の期限は、2006 年 1 月 1 日とされた（追及権指令 12 条）。
⒅　追及権指令の前文 15。
⒆　2010 年 1 月 1 日までが経過期間とされたが、さらに 2年間の猶予を受ける選択肢も
認められた（追及権指令 8条 3項）。
⒇　追及権指令 8条 2項。















規定である 14 条の 3第 1項は、「美術の著作物の原作品並びに作家及び作曲
家の原稿については、その著作者（その死後においては、国内法令が資格を
4 4 4 4 4 4 4 4 4  4 4 4 4 4 4 4 4
与える人又は団体









24　Edouard Treppoz, supra note 1, p. 949.
25　文学的及び美術的著作物の保護に関するベルヌ条約。
26　Jens Gaster, supra note 13, p. 376.
27　Luis Van Bunnen, supra note 1, p. 201. ベルヌ条約 14 条の 3第 1項における著作者
死後の追及権享有主体については、要するに、ベルヌ条約による直接の規律が放棄さ






















& Ginsburg, International Copyright and Neighbouring Rights, Vol. 1, 2nd ed., 2005, pp.  
673-681.
28　L. Marino, supra note 1（Gaz. Pal. 30 juin- 1er juillet 2010）, esp., p. 23 ; Edouard 
Treppoz, supra 1, esp., p. 950.
29　Edouard Treppoz, ibid.

























31　L. Marino, supra note 1, （Gaz. Pal. 30 juin- 1er juillet 2010）, esp., p. 23.
32　Dominique Bureau & Horatia Muir Watt, Droit international privé, Tome Ⅱ , 3e 
édition mise à jour, PUF, 2014, p. 326.
33　See, Luis Van Bunnen, supra note 1, spec., p. 201.（「動産」〔meuble〕であるかどう
かの解釈は、いささか人為的 〔quelque peu artificiel〕であるとする。）












財産法典 L 123-7 条が適用されることになる。
35　グレゴワール・トリエ（大橋麻也 /訳）「フランスの著作権法」慶應法学 15=16 合
併号 253 頁（2010）、特に、264 頁。
36　Frédéric Pollaud-Dulian, Le Droit d’Auteur, 2ème éd., Economica, 2014, p. 915.
37　もしくは、外国法が準拠法になった場合の準拠法の適用結果が公序に反することに
はならないかどうかの判断にあたって、フランス裁判所はフランス知的財産法典 L 
123-7 条を勘案すべきであるとする解釈も導かれ得る。
